
高齢者及び障害者の自立支援や介護者の
負担軽減・生産性向上等に資する福祉機器の開発

経済産業省 商務・サービスグループ
ヘルスケア産業課 医療・福祉機器産業室

フェーズ1及び２公募機関
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背景・課題
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日本の高齢化率は世界で最も高い水準にあり、高齢者人口（65歳～）は2040年頃まで増加する見込みで、
社会保障費の増加や、介護人材の不足等が深刻になる。
2040年時点で、介護職員は約57万人不足する見込み。
介護人材不足を解消するためには、介護する側の生産性向上や負担軽減、介護される側の自立や社会参画の促進
（介護需要の低減）に資する機器の開発・普及が有効な手段になりえる。

社会課題（高齢化の進展および介護人材の不足）

【介護人材の需給の推計】

（出所） 「第9期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について
（令和6年7月12日）」 別紙１より

【日本の高齢者人口及び割合の推移（1950年～2045年）】
2045年

3,945万人
2023年

3,623万人

出所：総務省統計局 統計トピックスNo.138



背景・課題
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市場規模
福祉用具の2023年度の福祉用具関連産業の市場規模は、約1.6兆円（対前年度比101.1％）。

本事業を通じて、優れた技術を有するスタートアップ等による研究開発を支援し、スタートアップの新規市場
参入を促すことは、福祉用具の市場拡大に繋がると期待される。
（億円）
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（出所）日本福祉用具・生活支援用具協会 福祉用具産業市場動向調査【2023年版】より作成※狭義の福祉用具・・・ユニバーサルデザインやアクセシブルデザインとよばれる「共用品」を含まない



研究開発内容（課題解決のための技術手段・アプローチ）
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A）高齢者や障害者のフレイルを予防する技術・製品（福祉機器）の開発

B）高齢者や障害者の自立を促す技術・製品（福祉機器）の開発

C）介護者の生産性向上や負担の軽減につがる技術・製品（福祉機器）の開発

D）在宅介護の支援につながる技術・製品（福祉機器）の開発
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政策課題へのアプローチとして、以下の４つの方向性で研究開発を実施する。

具体的には、AI などの先端技術やデータ連携技術を使って既存の機器類の機能改善に取り組むような

研究開発、アプリケーション開発、等を含めた福祉用具全体を対象とする研究開発提案を募集する。

※本公募は福祉機器の開発を支援するものであり、医療機器や診断機器等は対象外。



研究開発内容（課題解決のための技術手段・アプローチ）
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採択事例の紹介（2025年度採択課題）
フェーズ 事業名 事業者名

１ フレイル予防のためのセンシングデバイスを用いた行動継続支援型
フィットネスシステム 株式会社フリックフィット

１ 老眼や弱視に伴う視覚課題を解決するオートフォーカスアイウェアの
大口径レンズ開発 ViXion株式会社

１ 介護者の誰もが簡単に質の高い口腔ケアを実現するデバイス 株式会社デントエックス

１ 足健診自動化による転倒予防支援システムの基盤構築事業 株式会社ジャパンヘルスケア

２ 視覚障害者の生活・就労・教育を支える周囲環境認識ウェアラブル
デバイスの実用化開発 株式会社Raise the Flag.

２ Wi-Fiセンシング動作解析AIによるフレイル予防・介護支援システム AI6株式会社

２
（SG通過）

遠隔デジタルケアによるフレイル対策プログラムの事業化に向けた
研究開発 株式会社アイスリーメディカル

２
（SG通過） 高齢者社会の安全・快適性を実現するオートフォーカス老眼鏡の開発 株式会社エルシオ



フェーズ毎の事業化までのロードマップほか

6

フェーズ１

フェーズ２

【公募対象】
高齢者、障害者及び介護者が利用する新たな福祉用具に関する要素技術の研究開発を実施する。フェーズ 1 においては要
素技術を開発し、福祉用具の利用シーンから想定される必要要件を満たしているかを確認する。
ユーザーニーズの的確な把握や製品の安全性を確保するため、原則として、医療機関や介護・福祉施設等との協力体制の
下で研究開発を行う体制が望ましいといった要件を付加する。

【達成目標】
要素技術の開発を完了すると共に、少なくとも1つ以上の想定される利用シーンについて技術として求められる必須要件
を整理したうえで評価方法を定義し、PoCを通じて評価を完了する。

【公募対象】
高齢者、障害者及び介護者が使用する新たな福祉用具を開発し、想定ユーザーによる実証試験を実施する。
フェーズ 1 に比べ、市場規模やユーザーの利用しやすさ等も加味し事業としての実現可能性を観点として加える。
研究開発実施体制に実証機関を含み、それら実証機関のユーザーを対象とし、開発した福祉用具がユーザーニーズを的確
に反映しているか安全性が十分に担保されているか等の実証試験が行われることが必須の要件とする。
実証試験を行うための実証機関を共同研究先として設定することができる。

【達成目標】
製品のユーザー試験を通じて性能等をアップデートし、ユーザーニーズを反映するとともに実用安全性が確保されている。
３年以内に実用化する妥当な計画が立てられている。
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